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第７章 水防計画 

［本部事務班、土木復旧第一班、総務対策班、消防班］ 

 

第１節 総 則 

 

この計画は、水防法第 33 条の規定に基づき、洪水による水災を警戒し、防御し、これに

よる被害を軽減する目的をもって、市内各河川、ため池に対する水防上必要な監視、予報、

警戒、通信、連絡、輸送及び水門、井堰の操作、水防のための水防団体並びに水防に必要

な資材器具及び設備と運用について実施の大綱を示したものである。 
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第２節 水防の責任 

 

１ 水防管理団体（市）の責任 

水防管理者（市長）は、水防法の定めるところに従い、水防組織を整備し、市域の水

防活動を行い、水防施設、資材器具を整備し、水防に関するあらゆる行為を十分に果さ

なければならない。 

（水防法第３条） 
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第３節 水防体制 

 

１ 重要水防区域（重要水防箇所） 

国管理河川、県管理河川について、洪水が公益上に及ぼす影響の特に大きい区域を重

要水防区域として区分されている。 

市は、国・県管理河川以外の河川について、重要水防区域（重要水防箇所）を把握し

ておく。 

河川管理者は、施設の保全に努め、水防管理者との連携を密にし、水防活動が円滑に

行われるように努める。 

資料９ 重要水防箇所一覧表 

 

２ 水防体制 

(1) 水防体制図 

水防体制図は、「災害警戒本部情報伝達体制図」のとおりである。 

参照 第３章第１節第２項２災害警戒本部情報伝達体制図 

 

３ 水防機構 

災害警戒本部の機構及び事務分掌は、「災害警戒体制」に準じる。 

準拠 第３章第１節第２項災害警戒体制 

 

４ 水防通信連絡系統及び広報網 

水防通信連絡広報網は、次図のとおりである。 
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５ 通信施設の配備状況 

「通信対策計画」のとおりである。 

参照 第３章第４節第１項通信対策計画 

 

市防・・・市防災行政無線 

県防・・・県防災行政無線（地上系・衛星系） 

＊＊：衛星回線接続番号 

警電・・・警察専用電話 

奈良市からかける場合 12（地上系）又は 

13（衛星系） 

奈良市消防局からかける場合 81（地上系） 

又は 82（衛星系） 

奈良地方気象台 

℡(22)2556 

県防＊＊-570-92 

 

奈良土木事務所 

℡(23)8011 

県防＊＊-121-9411 

奈良県水防本部 

℡(27)7504 

（河川整備課） 

県防＊＊-111-9011 

（防災統括室） 

現場無線 

消防局 

無線局 

℡(35)0119 

県防＊＊-540-534 

警電 6944 

ダム、各井堰 

水(樋)門、ため池 

調整池等の管理者 

（操作担当者） 

ＮＴＴ西日本㈱ 

奈良支店 

℡(36)8500 

災害対策室 

関西電力送配電㈱ 

奈良本部 

℡0800-777-3081 

奈良県 

警察本部 

℡(23)0110 

奈良警察署 

℡(20)0110 

奈良西警察署 

℡(49)0110 

天理警察署 

℡0743 

(62)0110 

消防団 

各地区 

行政ｾﾝﾀｰ(２ヵ所) 

出張所(３ヵ所) 

連絡所(９ヵ所) 

市防集落用 

可搬型 

ＮＨＫ 

奈良放送局 

℡ (27)5902 

(24)4916 

奈良ｼﾃｨ FM 

℡(24)8415 

奈良テレビ 

放送㈱ 

℡(24)2940 

各新聞社 

市   民 

奈良市 

災害警戒本部 

4704 

4715 

℡(34)4716 

4718 

県防＊＊-201-2142 

市 防 
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第４節 気象状況とその措置 

 

奈良県より、以下の注意報、警報及び情報の伝達を受けたときは、災害警戒本部は、常

時奈良地方気象台及び奈良土木事務所との連絡を講ずるとともに、速やかに水防通信連絡

系統及び広報網を通じて、市民・要配慮者及び関係機関に周知徹底する。 

参照 第３章第４節第２項情報収集・伝達計画 

資料 13 要配慮者利用施設の名称、所在地、情報伝達系統（洪水浸水想定区域内） 

参考 奈良県水防計画情報伝達様式、基準等 

 

○注意報及び警報等の種類 

注意報：大雨注意報、洪水注意報 など 

警 報：大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害）、洪水警報 など 

情 報：大雨に関する奈良県気象情報、台風情報、土砂災害警戒情報 

注）特別警報は水防活動の利用に適合しない。 
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第５節 水防警報及び氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報） 

 

１ 水防警報 

国土交通大臣又は知事は、水防法第 16 条の規定に基づき、それぞれの管理河川のうち、

洪水により相当な損害を生ずるおそれがあると認められる河川を指定し、次のとおり水

防警報を発表する。 

(1) 水防法第 16 条の規定に基づき国土交通大臣が発表する水防警報 

1) 国土交通大臣の指定する河川（国土交通省河川事務所長発表） 

河川名 区 域 
対 象 

量 水 標 
水 位 

佐保川 

左岸秋篠川の合流点から 

右岸   〃    

大和川合流点まで 

（奈良市域は大和郡山市との境界線まで）

番条 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

計画高水位 

1.00 

2.40 

2.70 

3.20 

3.92 

木津川 

左岸三重県伊賀市大内字川原から 

笠置大橋まで 

（京都府相楽郡笠置町大字笠置小字浜地先） 

右岸三重県伊賀市守田町字荒内大内橋から 

            笠置大橋まで 

（京都府相楽郡笠置町大字笠置小字西通り地先） 

（奈良市域）

岩倉 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

 

4.50 

6.00 

6.70 

7.70 

 

発表基準 

段 階 警報の種類 内  容 

第１段階 待 機 
水防（消防）団員の待機を目的とする。 

主として気象予報に基づいて行う。 

第２段階 準 備 

水防資材の点検、水門等開閉準備、水防要員招集準備、巡視及

び幹部の出動等に対するもの。 

主として上流の雨量に基づいて行う。 

第３段階 出 動 
水防機関の出動の必要を警告して行うもの。 

上流の雨量に基づいて行う。 

第４段階 解 除 水防活動終了の通知を行う。 

適  宜 水防情報 
上流の雨量、水位、流量より水位の昇降、滞水時間、最高水位

及び時刻等、水防活動上必要な水文状況を通知する。 

地震による堤防の漏水、沈下等の場合は上記に準じて水防警報を発表する。 
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（注）観測施設の故障、損壊等によって水防警報を発表できないときは、理由を付して

関係機関に通知する。 

発表時期 

   対象量水標 

警報 

及び情報の種類 

番  条 

水
防
警
報 

待 機 氾濫注意水位（警戒水位）に達する約３時間前 

準 備 氾濫注意水位（警戒水位）に達する約２時間前 

出 動 氾濫注意水位（警戒水位）に達する約１時間前 

解 除 
水位が氾濫注意水位（警戒水位）を下回り、水防活動を必

要としなくなったとき 

水 位 適 宜 

（注）警報のうち、「待機」と「準備」については省略することがある。 

(2) 水防法第 16 条の規定に基づき知事が発表する水防警報 

1) 奈良県知事の指定する河川（奈良県奈良土木事務所長発表） 

河川名 区 域 
対 象 

量 水 標 
水 位 

佐保川 

左岸 奈良市川上町大字鳥の坪 91 番地から 

右岸 奈良市川上町大字戒子の前 369 番地か

ら国土交通大臣が水防警報を行う指定河

川との境界まで 

法蓮 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

0.7 

1.2 

1.2 

1.6 

富雄川 

左岸 奈良市二名平野 生駒市との境界から 

右岸 奈良市二名     〃 

          大和川合流点まで 

（奈良市域は大和郡山市との境界線まで） 

高山 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

0.9 

1.5 

1.9 

2.2 

石木 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位  

氾濫危険水位 

1.0 

1.7 

1.7 

1.8 

秋篠川 

左岸 奈良市中山町   秋篠川上流端から 

右岸 奈良市学園朝日元町 秋篠川上流端から

佐保川合流点まで 

秋篠 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

1.1 

2.1 

2.1 

2.2 

岩井川 

左岸 奈良市鹿野園町 馬渡橋上流付近から 

右岸 奈良市鹿野園町 馬渡橋上流付近から 

          佐保川合流点まで 

八条 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

2.0 

2.7 

3.4 

4.4 
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河川名 区 域 
対 象 

量 水 標 
水 位 

地蔵院川 

左岸 奈良市藤原町 十六橋から 

右岸 奈良市藤原町 十六橋から 

          佐保川合流点まで 

下三橋 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

1.2 

1.9 

1.9 

2.2 

横井 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

0.7 

1.3 

1.3 

1.4 

能登川 

左岸 奈良市高畑町 市道橋から 

右岸 奈良市高畑町 市道橋から 

          岩井川合流点まで 

南京終 

水防団待機水位 

氾濫注意水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

0.8 

1.1 

1.1 

1.4 

 

発表基準及び発表時期 

段 階 警報の種類 内容及び時期 

第１段階 待 機 
水防機関の出動のため待機を目的とするもので、気象予報の

内容、又は上流の降雨状況により行う。 

第２段階 準 備 

水防資機材の点検、排水門、取水門等の開閉準備、巡視の強

化及び水防機関の出動準備等に対するもので、水防団待機水

位（通報水位）を超えたとき、又は重大な水防事態の発生が

予想されるときに出す。 

第３段階 出 動 
水防機関の出動の必要を警告して行うもので、氾濫注意水位

（警戒水位）を超えたとき、又は事態が切迫したときに出す。 

第４段階 解 除 水防活動終了の通知 

適  宜 水 位 
上流の雨量、水位、流量より水位の昇降、滞水時間、最高水

位及び時刻等、水防活動上必要な水位状況を通知する。 

地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。 

（ただし、待機、準備の２段階は省略することができる。） 

 

２ 氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報） 

上記「１の(2) 1) 奈良県知事の指定する河川」に示す河川及び高瀬川について、国土

交通大臣又は知事は、水防法第 13 条の規定に基づき、河川の水位が避難判断水位※に達

した場合に、氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報）を発表し、市等関係機関に伝達す

るとともに、一般に周知させる。 

※避難判断水位：氾濫注意水位を上回る水位で、市町村長の発する高齢者等避難等の目

安となる水位 
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３ 水防警報、氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報）の伝達系統 

(1) 佐保川（国土交通大臣発表） 

 

【佐保川】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市からの伝達先について 

・水防警報 

水防関係者、水防関係機関だけでよく、他の機関、住民等への周知は必要に応じてでよい。 

・氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報） 

避難判断水位到達情報のことで住民等への周知が必要。 

※：防災ＦＡＸ一斉指令（防災ＦＡＸ） 
 
は補助通知系統 

流域下水道センター 
浄化センター 
第２浄化センター 

警察本部（警備第二課） 
 0742-23-0110 

(内) 5805  

奈良地方気象台 
 0742-22-2556 

大和川河川事務所 
 072-971-1381 
 86-753-510～514 
kkr-kf-bousaiyamato 

@milt.go.jp 

河川情報センター 

県庁内関係課 

自衛隊第４施設団 
(0774)44-0001  

報道機関等 

奈 良 市 

関係警察署 
関係交通機関等 

奈良県水防本部 
（河川整備課） 
 0742-27-7504 
 86-769-9047 
river-29@m4.kcn.ne.jp 

奈良土木事務所 
TEL 0742-23-8011 

住
民
・
消
防
署
（
団
）
・
ダ
ム
・
排
水
門 

・
取
水
門
扉
等
管
理
者
（
河
川
占
有
者
）
・
た
め
池
管
理
者

※ 

※ 

※ 

※ 

（必要に応じて） 

※orＮＴＴ 

※ 

※ 

TEL･FAX 

奈良市消防局 
※ 
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(2) 木津川（国土交通大臣発表） 

 

【木津川】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市からの伝達先について 

・水防警報 

水防関係者、水防関係機関だけでよく、他の機関、住民等への周知は必要に応じてでよい。 

・氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報） 

避難判断水位到達情報のことで住民等への周知が必要。 

※：防災ＦＡＸ一斉指令（防災ＦＡＸ） 
 
は補助通知系統 

警察本部（警備第二課） 
 0742-23-0110 

(内) 5527  

奈良地方気象台 
 0742-22-2556  

木津川上流河川事務所 
 0595-63-1611 
86-791-553～555 
kkr-kt-chous02 

@milt.go.jp 

河川情報センター 

宇陀川浄化センター 

県庁内関係課 

自衛隊第４施設団 
(0774)44-0001  

報道機関等 

奈 良 市 

関係警察署 
関係交通機関等 

奈良県水防本部 
（河川整備課） 
 0742-27-7504 
 86-769-9047 
river-29@m4.kcn.ne.jp 

奈良土木事務所 
TEL 0742-23-8011 

住
民
・
消
防
署
（
団
）
・
ダ
ム
・
排
水
門 

・
取
水
門
扉
等
管
理
者
（
河
川
占
有
者
）
・
た
め
池
管
理
者

※ 

※ 

※ 

※ 

（必要に応じて） 

※orＮＴＴ 

※ 

※ 

TEL･FAX 

奈良市消防局 ※ 
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(3) 富雄川、佐保川、秋篠川、地蔵院川、岩井川、能登川、高瀬川（知事発表） 

※高瀬川：本市に対しては、氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報）のみ発表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察本部（警備第二課） 
 0742-23-0110 

(内) 5805  

奈良地方気象台 
 0742-22-2556  

大和川河川事務所調査課 
 072-971-1381 
 86-753-510～514 
kkr-kf-bousaiyamato 

@milt.go.jp 

流域下水道センター 
浄化センター 
第２浄化センター 

県庁内関係課 

自衛隊第４施設団 
(0774)44-0001  

報道機関等 

奈 良 市 

関係警察署 
関係交通機関等 

奈良県水防本部 
（河川整備課） 
 0742-27-7504 
 86-769-9047 
river-29@m4.kcn.ne.jp 

奈良土木事務所 
TEL 0742-23-8011 
郡山土木事務所 
TEL 0743-51-0201 

住
民
・
消
防
署
（
団
）
・
ダ
ム
・
排
水
門 

・
取
水
門
扉
等
管
理
者
（
河
川
占
有
者
）
・
た
め
池
管
理
者 

市からの伝達先について 

・水防警報 

水防関係者、水防関係機関だけでよく、他の機関、住民等への周知は必要に応じてでよい。 

・氾濫警戒情報（避難判断水位到達情報） 

避難判断水位到達情報のことで住民等への周知が必要。 

※：防災ＦＡＸ一斉指令（防災ＦＡＸ） 

※ 

※ 

※ 

※ 

（必要に応じて） 

※orＮＴＴ 

※ 

※ TEL･FAX 
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第６節 ダム、ため池、調整池、井堰等の操作 

 

ダム、ため池、調整池、井堰、排水門・取水門等の管理者（操作担当者を含む。）は、あ

らかじめ、その操作責任者及び監視員並びに連絡員等を定め、平常時から工作物を点検し、

増水(出水)時の操作及び不意の増水に対して支障のないようにするとともに、気象警報・

注意報等が発表されたとき、又は河川が水防団待機（通報）水位、又はそれ相応の水位に

達した場合は、水位の変動を監視し、必要に応じて門扉等の開閉を行う。 

なお、門扉等の操作状況及び危険が予想される場合は、その状況を水防管理者（市長）

に通知すること。 

水防管理者は、河川にあっては奈良土木事務所長に、国土交通大臣管理河川（佐保川・

木津川の一部）については大和川河川事務所王寺出張所長・木津川上流河川事務所長に、

ため池にあっては県農村振興課長、その他関係機関に通知し、相互に綿密な連絡をとり適

切な措置を講ずること。 

この場合、ダム操作規程等の定めがあるときは、併せて所定の措置を講ずること。 

資料 12 主要井堰等一覧表 

資料 15 防災重点農業用ため池一覧表 

資料 16 ダム一覧表 

 

１ 岩井川ダム放流連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿地方整備局 河川部 
河川管理課 
TEL 06-6942-1141（代） 

06-6941-7343（休日、夜間） 
FAX 06-6949-0864 

奈良県水防本部（河川整備課） 
TEL 0742-27-7504 
FAX 0742-22-1399 

奈良土木事務所 
天理ダム管理係 
TEL 0743-63-2505 
FAX 0743-63-6203 

奈良土木事務所 水防班 
TEL 0742-23-8011 
FAX 0742-27-0341 

住  民 

奈良市役所（危機管理課） 
TEL 0742-34-4930 FAX 0742-35-3635 

奈良市消防局（指令課） 
TEL 0742-35-0119  FAX 0742-33-8423 

大和川河川事務所（占用調整課） 
TEL 072-971-1381(代)  FAX 072-973-3967 

奈良警察署（警備課） 
TEL 0742-20-0110   
FAX 0742-24-9766（平日 8:30～17:15） 
FAX 0742-24-9722（平日 17:15～翌 8:30 

土日祝日 8:30～翌 8:30） 

奈 良 地 方 気 象 台 
TEL 0742-22-2556  FAX 0742-22-2542 

は同報放送・サイレンその他による補助連絡系統 

※洪水調節連絡方法 

［岩井川ダムに係る事務は、天理ダムで行われる。］ 

※メール 

FAX、※メール 

FAX 

FAX 

FAX 

FAX 

FAX 

FAX 
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２ 布目ダム放流連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同報放送・サイレン 

その他による補助連絡系統 
 

関西電力送配電㈱奈良給
電制御所 
TEL 0742-27-8965 
FAX 0742-27-8969 

TEL・FAX 

布目ダム管理所 
TEL 0742-94-0231 
FAX 0742-94-0925 

奈良市河川耕地課 
TEL 0742-34-4816 
FAX 0742-35-3602 奈良市消防局 

TEL 0742-35-0119 
FAX 0742-33-8423 

住民 

TEL・FAX TEL 

FAX 

奈良市危機管理課 
TEL 0742-34-4930 
FAX 0742-35-3635 

TEL 

FAX 

奈良警察署（警備課） 
TEL 0742-20-0110 
FAX 0742-24-9766 
FAX 0742-24-9722 

奈良土木事務所 
TEL 0742-23-8011 
FAX 0742-27-0341 

奈良県県土ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部
河川整備課 
ﾏｲｸﾛ 86-769-9049 
FAX 0742-22-1399 

TEL・FAX 

TEL・FAX 

TEL・FAX 

奈良市東部出張所 
TEL 0742-93-0001 
FAX 0742-93-0061 
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３ 須川ダム放流連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住  民 

奈良県県土マネジメント部 
（河川整備課） 
 TEL 0742-27-7504 
 FAX 0742-22-1399 

奈良市企業局 

送配水管理センター 
 TEL 0742-22-6456 
 FAX 0742-22-2429 

TEL･FAX 

  

奈良市東部出張所 
TEL 0742-93-0001 
FAX 0742-93-0061 

TEL･FAX 

淀川河川事務所 
 TEL 072-843-2870 
 FAX 072-844-7373 

TEL･FAX 

奈良警察署（警備課・地域課） 
 TEL 0742-20-0110 
 FAX 0742-24-9766（平日） 
 FAX 0742-24-9722（休日、夜間） 

TEL･FAX 

奈良市東消防署東部分署 
 TEL 0742-93-0119 
 FAX 連絡なし 

TEL 

山城南土木事務所 
（河川砂防室） 
 TEL 0774-72-9541 
 FAX 0774-72-0830 

木津警察署 警備課 
 TEL 0774-72-0110 
 FAX 0774-72-0110 

笠置町役場 総務財政課 
 TEL 0743-95-2301 
 FAX 0743-95-2961 

TEL･FAX 

  

TEL･FAX 

  

奈良土木事務所（管理課） 
 TEL 0742-23-8011 
 FAX 0742-27-0341 

TEL･FAX 

須川ダム管理事務所 
 TEL 0742-95-0200 
   0742-95-0201 
 FAX 0742-95-0512 

木津川市役所 危機管理課 
 TEL 0774-75-1206 
 FAX 0774-72-3900 

TEL･FAX 

TEL･FAX 

TEL･FAX 

奈良市危機管理課 
 TEL 0742-34-4930 
 FAX 0742-35-3635 TEL･FAX 

は同時放送・サイレン 

その他による補助連絡系統 

は電話連絡 
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第７節 水防用設備、資材、器具 

 

１ 水防倉庫 

市内の水防倉庫は、五条町、杏中町に各１棟、計２棟がある。 

資料 41 水防倉庫 

 

２ 資材、器具の備蓄 

水防用資機材の保有品目及び数量は、資料編に示すとおりである。 

資料 42 水防用資機材 

 

３ 資材器具の確保と補充 

資材の確保のための水防区域近在の資材業者の手持資材量を調査しておき、緊急時の

補給に備える。 

資材器具の使用又は損傷による不足を生じた場合は、直ちに補充しておかなければな

らない。 
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第８節 輸 送 

 

水防に要する輸送については、総務対策班がこれにあたる。 

被害の程度、規模等により、市有の車両だけで不足するときは、輸送業者等の民間所有

の車両を借り上げて実施する。 

総務対策班は、必要資材、作業要員又は避難民の運搬輸送にあたる。 

給水については、給水車がこれにあたる。 
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第９節 水防警戒体制と出動 

 

１ 警戒体制と水防機関の出動 

(1) 「第３章第１節第２項災害警戒体制」の災害警戒体制を、気象予報等により今後の

気象情報収集を行い得る体制とする。 

(2) 水防法第 10 条の規定による気象等の状況の通知を受けたとき、及びその状況から洪

水等による被害が予想されるとき「災害警戒本部」を設置する。 

(3) 水防管理者は、水防警報第３段階の発表があれば、水防機関をあらかじめ定められ

た計画に従い出動させ、配備につかせる。 

(4) 警戒体制のうち出動人員については、主として第一線業務に関係する班員であるた

め、災害の状況によりその他業務を実施する必要が生じたときは、奈良市災害対策本

部設置に伴う業務分担に準じて適宜出動する。 

(5) 水防管理者は水防機関の出動を命じた場合、その旨奈良土木事務所に報告する。 

 

２ 巡視及び警戒 

(1) 平常時の巡視 

水防管理団体は、水防団待機（通報）水位以下の場合でも必要があると認めるとき

は、時間を定めて職員等を派遣して、管内の河川、ため池の堤防の巡視、増水状況の

観測にあたらせる。 

水防上危険であると認められる箇所があるときは、奈良土木事務所に連絡する。 

(2) 非常時の巡視 

1) 水防団待機（通報）水位に達したとき、各水防分隊は地区の河川及びため池の堤

防に巡視連絡員を配置する。 

2) 巡視連絡員は、定められた堤防上を巡回し、危険箇所を発見したときは、速やか

に水防管理者に報告しなければならない。 

河川にあっては、水防管理者は奈良土木事務所に、国土交通大臣管理河川（佐保

川・木津川の一部）にあっては、大和川河川事務所王寺出張所・木津川上流河川事

務所にも併せ報告するとともに、水防活動を開始する。 

(3) 警 戒 

1) 氾濫注意（警戒）水位を突破し、堤防の危険が予想されるときは、人員、資材を

配備し厳重な警戒を実施する。 

2) 水防関係要員のみで防御困難なときは、次の基準によりその区域内に居住するも

のを水防に従事させる。 

ア 年齢 18 歳以上、50 歳以下の身体強健な者 

イ 当該河川及びため池付近居住者各戸１名 
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3) 水防第３信号により水防器具をもって出動する。 

4) 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、警察

官の出動を求めることができる。（水防法第 22 条） 

なお、水防管理者は警察と連絡を密にし、緊急事態発生の場合の混乱を防ぐ。 

 

３ 安全配慮 

洪水、内水のいずれにおいても、水防活動従事者自身の安全確保に留意して水防活動を実

施するものとする。避難誘導や水防作業の際も、水防活動従事者自身の安全は確保しなけれ

ばならない。 

 ・水防活動時にはライフジャケットを着用する。 

 ・水防活動時の安否確認を可能にするため、通常のものが不通の場合でも利用可能な通信

機器を携行する。 

 ・水防活動は、ラジオを携行する等、最新の気象情報を入手可能な状態で実施する。 

 ・指揮者は、水防活動が長時間にわたるときは、疲労に起因する事故を防止するため従事

者を随時交代させる。 

 ・水防活動を行う範囲に応じて監視員を適宜配置する。 

 ・指揮者又は監視員は、現場状況の把握に努め、水防活動従事者の安全を確保するため、

必要に応じ、速やかに退避を含む具体的な指示や注意を行う。 

 ・指揮者は水防活動従事者の安全確保のため、予め活動可能な時間等を水防活動従事者へ

周知し、共有しなければならない。 

 ・指揮者は、活動中の不測の事態に備え、退避方法、退避場所、退避を指示する合図等を

事前に徹底する。 

 ・出水期前に、洪水時の堤防決壊の事例等の資料を水防活動従事者に配布し、安全確保の

ための研修を実施する。 

 

４ 災害補償 

水防法第６条の２及び第 45 条の規定に基づく災害補償は、条例の定めるところにより、

これを補償する。 
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第 10 節 水防信号 

 

水防に用いる信号は、次のとおりとする。 

 

方法 

区分 

 
警 鐘 信 号 サ イ レ ン 信 号 

第１信号 
水防機関 

準備 
○ 休止 ○ 休止 ○ 休止 ○

約５秒 
 

休止 

約 15 秒 

○

約５秒 
 

休止 

約 15 秒
  

第２信号 
水防機関 

出動 

○─○─○ ○─○─○ 

（三点） 
○

約５秒 
 

休止 

約６秒 

○

約５秒 
 

休止 

約６秒 
  

第３信号 
居住者 

出動 

○─○─○─○ ○─○─○─○ 

（四点） 
○

約 10 秒
 

休止 

約５秒 

○

約 10 秒
 

休止 

約５秒 
  

第４信号 
居住者 

避難 
乱 打 ○

約１分  

休止 

約５秒 

○

約１分  

休止 

約５秒 
  

１．信号は、適宜の時間継続すること。 

２．必要があれば、警鐘信号及びサイレン信号を併用すること。 

３．危険が去った時は、口頭伝達等により周知すること。 

４．地震による堤防の漏水、沈下等の場合は、上記に準じて水防信号を発する。 

 

第１信号 水防団待機（通報）水位を超え、なお上昇のおそれがあり、巡視を強化し、資器材及

び排水門・取水門の開閉等、準備を行うことを知らせるもの。 

第２信号 水防団員及び消防機関に属する者が、ただちに出動すべきことを知らせるもの。 

第３信号 当該水防管理団体の区域内に居住する者の、出動協力を知らせるもの。 

第４信号 必要と認められる区域内の居住者の避難のため、立退くべきことを知らせるもの。 
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第 11 節 決壊の通報並びに決壊後の処置 

 

水防法第 25 条及び第 26 条の規定に基づき、堤防その他の施設が決壊したとき、又は水

のあふれ若しくは異常な漏水が発生したときは、水防管理者は、直ちにその旨を奈良土木

事務所長及び氾濫する方向の隣接水防管理団体等に通報するとともに、被害が拡大しない

よう努めなければならない。 
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第 12 節 避難のための立退き 

 

洪水等により、著しい危険が切迫していると認められるときは、水防法第 29 条の規定に

より、必要と認める区域の居住者に対し、避難のための立退きを指示する。 

立退きの指示は、避難命令サイレン、警鐘、電話、口頭等で、最も迅速な方法をもって

行うほか、避難者の誘導及び救助は作業班の一部がこれにあたる。 

また、避難のための立退きを指示した場合は、その状況を奈良土木事務所長に報告する。 

なお、あらかじめ危険が予想される区域について、避難計画を作成し、避難場所、避難

経路、収容人員、その他必要事項を定めておくとともに、危険区域との位置関係について

も確認しておく。 
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第 13 節 費用負担と公用負担 

 

１ 費用負担 

奈良市において、その管轄区域の水防に要する費用は、水防法第 41 条の規定により、

奈良市が負担する。 

ただし、他の水防団に対する応援のために要する費用の負担は、応援を求めた水防管

理団体が負担する。 

奈良市の水防によって著しく利益を受ける市町村は、水防法第 42 条の規定により、そ

の水防に要する費用の一部を負担する。 

 

２ 公用負担 

(1) 公用負担の権限委任証明書 

水防法第 28 条第１項の規定により、公用負担の権限を行使する者は、水防管理者、

消防長、又は消防団体にあっては、その資格を示す証明書を携行し、必要ある場合に

はこれを提示しなければならない。 

ただし、公用負担命令権限発令者は、消防職員にあっては消防司令補以上、消防団

にあっては分団長以上又は消防長の指名する者とする。 

 

第   号 

 

公用負担の権限委任証 

 

                         奈良市消防局 (署) 

                         奈良市消防団 分団 

                           階級  氏   名 

 

 上記の者に          の区域における水防法第28条第1項の権限行使を

委任したることを証明する。 

 

        年   月  日 

 

             水防管理者 

             又は       氏         名 ㊞ 

             消 防 長 

 



第７章 水防計画 第 13 節 費用負担と公用負担 

 7‐23 

(2) 公用負担の証票 

水防法第 28 条第１項の規定により、公用負担の権限を行使したときは、次のような

証票を２通作成して、その１通を目的物所有者、管理者、又はこれに準ずるべき者に

手渡さなければならない。 

 

 

公 用 負 担 命 令 票 

 

物 件 数 量 負 担 内 容 期 間 適 用 

     

 

水防法第 28 条第１項により使用（収用処分）する。 

    年    月    日 

 

負担者  住所 

氏名           様 

 

命令者  氏名          ㊞ 
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第 14 節 優先通行の標識と水防職員証明書 

 

１ 優先通行標識 

水防法第 18 条の規定による優先通行の標識は、次のとおりである。 

 

 

 

標 灯（夜 間）

６５
ｃｍ

１００ｃｍ

奈 良 市

標 旗（昼間）

（注）白地、字は赤字

標 灯（夜間）

自動車ヘッドライト用

（注）白地 水の字は赤色とする 。 
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２ 水防職員証明書 

水防法第 49 条第２項に規定する水防職員証明書は、次のとおりである。 

 

 

          第   号 

水防職員之証 

所属機関名 

職   名 

氏   名 

    年   月   日交付 

奈 良 市 長 ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

心    得 

１．記入以外の者の使用を禁ず。 

２．本証の記載事項に変更があったとき

は、速やかに訂正を受けること。 

３．本証の職員でなくなったときは、直

ちに本証を返還すること。 

４．本証は水防法第49条第２項の規定に

よる立入証である。 

                     ８cm 

           （表）               （裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６cm 

水
防

○
○

奈良市

８ｃｍ

円周
３３cm

腕 章
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第 15 節 水防解除 

 

水防管理者は、水位が氾濫注意（警戒）水位以下に減じ、水防作業及び警戒の必要がな

くなって水防解除を命じたときは、これを一般に周知させるとともに、奈良土木事務所に

対し、その旨を報告する。 
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第 16 節 水防記録と水防報告 

 

１ 水防記録 

水防管理者は、次の記録を作成し、保管しなければならない。 

注）(14)以外は、箇所ごとに作成すること。 

 

(1) 水防実施箇所、日時 

(2) 水防作業の概況及び工法 

(3) 被災概況及びその原因（原因については、外水のあふれ、深掘れによるもの、井堰、

排水門・取水門等、河川占用物の操作によるもの、内水（河川に排出できずに氾濫し

た水）の湛水によるもの等、具体的に記録すること。） 

(4) 人的被害（死者、負傷者、行方不明者等の数）、家屋被害（棟数、世帯数、面積、程

度）、農業施設被害（面積、程度）、公共土木施設被害 

(5) 出動人員（消防団員、水防管理団体職員、住民、警察、自衛隊、他の水防管理団体

の応援等の人数） 

(6) 現地指揮者の職、氏名 

(7) 所要経費 

(8) 使用資材の内訳 

(9) 水防法第 28条第１項に基づき、水防現場において使用、収用若しくは処分した土地、

土石、竹木、器具、資材、工作物等の所有者、種類、数量、場所及びその理由 

(10)水防法第 29 条に基づく、立退き指示の状況及びその理由 

(11)水防従事者の死傷者の職、氏名、その原因及び手当 

(12)今後の水防活動に関する問題点 

(13)被災写真及び水防作業写真 

(14)水防実施箇所及び浸水区域を表示した図面 

 

２ 水防報告 

(1) 災害警戒本部機構の各機関は、次の事項について、そのつど、水防管理者に速報す

る。 

1) 水防団待機（通報）水位に達したときより時間的増水状況 

2) 巡視連絡員を配置したとき。 

3) 堤防が決壊したとき。 

4) 区域内住民に水害の危険が切迫したとき。 

5) 水防作業を開始したとき。 

6) 道路、橋梁、家屋等の流失、倒壊、決壊が生じたとき。 
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7) 死傷者が生じたとき。 

8) 水防作業を終了したとき。 

9) その他必要と認める事項が生じたとき。 

(2) 水防管理者は、次の事項について、そのつど、奈良土木事務所長に通知する。 

1) 水防団待機水位（通報水位）、氾濫注意水位（警戒水位）に達したとき。 

2) 水防作業を開始したとき。 

3) 水防警戒態勢を解除したとき。 

4) 堤防その他施設、河川占用物、危険区域に異常を発見した時、その措置及び被災

状況 

5) 水防法第 29 条に基づき立退き指示をした時及びその理由 

6) その他緊急報告を必要とする事項 

(3) 水防管理者は、水防活動が終結したときは、遅滞なく活動内容を取りまとめて、１

号様式により奈良土木事務所長に報告するとともに、水防記録を作成してこれを保管

する。 

(4) 一四半期毎の水防活動の活動内容を、水防管理者は、第３号様式により５日以内に、

奈良土木事務所長に報告する。 

様式 29 （県水防計画 ７．水防実施状況報告様式） 
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第 17 節 応援の要請等 

 

(1) 水防管理者は、水防のため緊急の必要があるときは、他の水防管理者又は市町村若

しくは消防長に対して応援を求めることができる。 

応援を求められた者は、できる限りその求めに応じなければならない。（水防法第

23 条第１項） 

応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄のもと

に行動する。（水防法第 23 条第２項） 

なお、水防管理者は、相互に水防作業、応援の派遣が円滑、迅速にできるよう、近

接管理団体と協定する。協定の内容は、奈良土木事務所に一部送付する。 

(2) 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して警察官の

出動を求めることができる。（水防法第 22 条） 

なお、水防管理者は、警察と連携を緊密にし、緊急事態発生の場合の混乱を防ぐ。 

(3) 水防管理者は、水防活動上、自衛隊の応援を必要とする場合は、県知事に派遣要請

を依頼し、奈良土木事務所長にもその旨を通知する。 

また、派遣部隊の撤収についても、同様に県知事に依頼する。 

参照 第３章第３節第１項自衛隊災害派遣要請計画 
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第 18 節 非常通報 

 

１ 災害時優先電話等の取扱い 

(1) 災害時優先電話 

水防機関又は消防機関相互の水防上緊急を要する通話※は、災害時電話が著しく輻

輳したり、かかりにくい場合がある。 

このため、あらかじめ本市とＮＴＴ西日本奈良支店との間で協議を行い、指定され

た災害時優先電話を活用する。 

※水防上緊急を要する通話とは、洪水の発生又は発生するおそれのある旨の通報若し

くはその予防のための緊急を要するもの。 

資料 61 災害時優先電話一覧表 

 

２ 無線電話による非常通信取扱い 

(1) 無線電話取扱規定（電波法第 52 条）に定める方法により運用すること。 

 

３ その他の通信施設 

(1) 鉄道電話 

(2) 近距離連絡のため自動車、自転車及び伝令を配備しておく。 

(3) 水防管理者は、あらかじめ通信施設の責任者と通信使用について協議しておく。 

 



第７章 水防計画 第 19 節 水防訓練 

 7‐31 

第 19 節 水防訓練 

 

水防管理団体は、水防法第 32 条の２に基づき毎年、水防訓練を行う。 

また、洪水ハザードマップを活用した水防訓練を検討する。 

 


